　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　北九州市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　　　所　（本社の郵便番号・所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　　　名　（名称及び代表者の職名氏名）　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡担当者　（職名及び氏名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話　番号　　　　　

平成　　年度北九州市産業用ロボット導入支援補助金事業計画について
　北九州市産業用ロボット導入支援補助金の交付を受けたいので、次のとおり補助事業計画を提出します。

　１　補助事業の目的及び内容

　　　別紙１「事業計画書」及び別紙２「事業収支計画書」のとおり

　２　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額

　（１）　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　（２）　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　（３）　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

　３　添付書類

（１）　会社の概要及び決算報告書（２期分）

（２）　産業用ロボットのパンフレット等詳細の分かる資料

（３）　産業用ロボットの金額の根拠となる資料（見積書等）
別紙１

事　業　計　画　書

１　申請者の概要
	ﾌﾘｶﾞﾅ
	
	創業・設立
	　　　年　　月創業・設立　

	名  称
	
	
	

	会  社
所在地
	
	資　本　金
	千円　

	
	
	従業員数
	　人　

	業  種
	

	 eq \o\ad(売上構成,　　　　　)
	主な製品名
	年間生産額
	主な販売先
	 eq \o\ad(会社名,　　　　)
	主な仕入先
	 eq \o\ad(会社名,　　　　)

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	事業の内容（企業の強み・技術基盤等）

	

	

	

	現有施設
	主要建物
	用　　途
	床面積
	建物の種類

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	※本社、工場、その他の区分により建物の種類別に床面積を記載してください。

	
	主要
設備
	機械又は装置等
	数量
	 eq \o\ad(用途,　　　　　)
	 eq \o\ad(備考,　　　　)

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	過去に受けた補助金・助成金

	 eq \o\ad(時期,　　　　)
	 eq \o\ad(対象事業,　　　　　　　)
	交付機関・制度
	 eq \o\ad(金額,　　　　)

	
	
	
	


（注）従業員数には、事業主、法人の役員及び臨時の従業員を含まないこと。

２　補助事業の説明
	事業名
	

	導入目的
	

	導入の背景
	

	導入効果
	生産性向上の目標

次のいずれかに○をして、具体的な目標を下に記載すること。

（　）特定の商品や工程に係る生産コストの大幅な削減

（　）その他、上記と同程度と考えられるもの

	
	目標
	生産コスト削減項目：（　　　　　　　　　　　　　　　　）

生産コスト削減額：（　　　　　円）削減率：（　　　　　％）

	
	（目標の根拠）

	現在の状況
	

	導入後の機器構成等
	

	産業用ロボットの

操業開始時期
	　　　　　年　　　月　　操業開始予定

	産業用ロボット導入の工期
	


· 書ききれない場合は、複数の用紙に記載すること。

· 必要に応じて別紙を用いること。

２　補助事業の説明
	事業名
	（説明）

補助事業を簡潔に説明できる名称を記載すること

	導入目的
	（説明）

産業用ロボットを導入する工場・工程、製造する商品等を明記し、導入の狙いを簡潔に記載すること。

	導入の背景

	（説明）

産業用ロボットを導入するに至った背景を具体的に説明すること。

（例：○○製造工程での○○作業は、重労働、単純作業であるため、作業者の負担が大きく同工程を自動化するニーズがあった　など）

	導入効果
	生産性向上の目標

次のいずれかに○をして、具体的な目標を下に記載すること。
（　）特定の商品や工程に係る生産コストの大幅な削減

（　）その他、上記と同程度と考えられるもの

	
	目標
	生産コスト削減項目：（○ラインの工数削減，使用エネルギー削減　）

生産コスト削減額：（　1,000千 円）削減率：（　２０　％）

	
	（目標の根拠）
· 上記目標の根拠を、具体的に記載すること。

· この他、導入により期待する効果（社内への効果や市への波及効果など）を記載すること。定量的な記載（加工時間の短縮、歩留り率の改善など）が望ましいが、難しい場合は、定性的効果（何が、どのくらい）を具体的に記載すること。

	現在の状況
	（説明）
· 現在の設備や技術の状況を、図や数値を用いて分かりやすく記載すること。

· 生産性に関して現在の設備や技術の問題点などを記載すること。

· その問題点の改善が必要な理由を記載すること。

	導入後の機器構成等
	（説明）
· 新規導入産業用ロボットの役割、他の機器との関係等が分かるように、既存設備等を含めた機器構成全体を記載すること。このとき、新規導入産業用ロボットを判別できるように記載すること。
· 他の生産設備等との比較・検討状況を記載すること。

（機能性、経済性、技術性、品質性、運用性など）

	生産設備等の
操業開始時期
	　　　　　年　　　月　　操業開始予定

	生産設備等の工期
	（説明）

産業用ロボットの発注から操業開始までのスケジュールを具体的に記載すること。


· 書ききれない場合は、複数の用紙に記載すること。

· 必要に応じて別紙を用いること。
３　経営計画及び資金計画
　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円・％）

	
	１ 年 前

(　年　月期）
	直近期末

(　年　月期）
	１ 年 後

(　年　月期）
	２ 年 後

(　年　月期）

	①売上高
	
	
	
	

	②製造原価
	
	
	
	

	③売上総利益（①－②）
	
	
	
	

	④売上原価率（②÷①）
	％
	％
	％
	％

	⑤販売費及び一般管理費
	
	
	
	

	⑥営業利益
	
	
	
	

	⑦営業外費用
	
	
	
	

	⑧経常利益（⑥－⑦）
	
	
	
	

	⑨人件費
	
	
	
	

	⑩設備投資額
	
	
	
	

	⑪減価償却費
	
	
	
	

	
	うち特別償却額
	
	
	
	

	⑫付加価値額（⑥+⑨+⑪）
	
	
	
	

	⑬従業員数
	
	
	
	

	⑭一人あたりの付加価値額（⑫÷⑬）
	
	
	
	

	
	自己資金
	
	
	
	

	
	借入金
	
	
	
	

	
	補助金
	
	
	
	

	
	その他
	
	
	
	

	⑮資金調達額合計
	
	
	
	


（注）１　網掛部分⑩と⑮のそれぞれの額が計画年度ごとに一致すること。

　 　 ２　⑧経常利益は、営業利益から営業費用を差し引いた額であり、決算書の経常利益と異なる。

　 　 ３　⑨人件費は、労務費、法定福利費、福利厚生費、退職金（引当金含む）、賞与、雑給を含む。

　    ４　⑪減価償却費は、繰延資産償却、リース・レンタル費用を含む。

      ５　⑬従業員数は、役員、派遣・短時間労働者を含む。（勤務時間によって人数を調整すること）

　　　６　⑨人件費⑪減価償却費は、②製造原価の内数とすること。
別紙２

事　　業　　収　　支　　計　　画　　書

（1） 収入

（単位：円）

	区分
	金額
	資金の調達先

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	補助金
	
	北九州市

	その他
	
	

	合　　　計
	
	


（2） 支出

（単位：円）

	事業区分
	補助事業に

要する経費
	補助対象経費
	経費の負担区分

	
	
	
	補助事業者
	補助金充当額

	産業用ロボット
導入経費
	
	
	
	

	導入に伴う

付帯経費
	
	
	
	

	そ　の　他
	
	
	
	

	合　　　計
	
	
	
	


別紙３
事　業　経　費　明　細　書

	区　分
	内容
	仕様
	単位
	数量
	単価(円)
	補助事業に要する経費(円)
	補助対象

経費(円)
	補助金交付申請額(円)
	備考

	産業用ロボット
導入経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	導入に伴う

付帯経費
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	そ　の　他
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	
	
	
	
	


注１　産業用ロボット、構築物及び既設の機械装置等については、その種類を内容欄に、名称･規格等を仕様欄に、購入、賃借、移設、搬入、据付又は調整の別を備考欄に記載すること。
　２　技術指導の受入に要する経費を補助対象として希望するものは、内容欄に指導受入と記載し、指導を受ける相手を仕様欄に記載すること。
　３　補助金交付申請額は、補助対象経費の１／２以内で補助金交付要綱第４条に定めるとおりとすること。
　４　用紙の大きさは日本工業規格Ａ列４とすること。
《事業経費明細書記載における注意事項》
  ○ 「補助金交付申請額」は「補助対象経費」の１／２以内にしてください。（千円未満は切り捨て。）また、消費税及び地方消費税は「補助事業に要する経費」等から除外して記載してください。（消費税及び地方消費税は補助の対象となりません。）
· パソコン、サーバー等の汎用性があるものについては、産業用ロボットの導入と一体であり、産業用ロボットの活用に不可欠であると認められる場合に限り、補助対象となります。

· 補助対象経費は、平成２５年度に取得・支出する経費に限られます。
《経費区分毎の注意事項》

	区　　分
	注　意　事　項

	産業用ロボット

導入経費
	産業用ロボットを導入するための次の経費

· 産業用ロボット購入費又は賃借料
（賃貸料は、平成25年度内に支出するものに限る。）
· 産業用ロボット製造のための原材料費、委託費など
· その他搬入、据付又は調整等に要する消耗品費、備品購入費、委託費など
※産業用ロボットの更新も含みます。

	導入に伴う

付帯経費
	産業用ロボットの導入に伴い必要となった次の経費

· 構築物又は既設の機械装置等の移設に要する部品等購入費、原材料費、外注加工費等
· 産業用ロボット等の活用に必要な技術指導の受入に要する指導者の謝金及び旅費、委託費、従業員旅費等

	その他の
経　　　費
	上記以外の経費で補助事業実施に必要な経費を記載してください。

市長が特に必要と認める場合のみ補助対象となります。


別紙３
事　業　経　費　明　細　書
	区　分
	内容
	仕様
	単位
	数量
	単価(円)
	補助事業に要する経費(円)
	補助対象

経費(円)
	補助金交付申請額(円)
	備考

	生産設備等
導入経費
	溶接ロボット
	○○社A-1
	台
	３
	1,500,000
	4,500,000
	
	
	購入

	
	検査ロボット
	△△社B-3
	月
	１０
	300,000
	3,000,000
	
	
	賃貸

	
	計
	
	
	
	
	7,500,000
	7,500,000
	3,750,000
	

	導入に伴う
付帯経費
	搬送ロボット
	●●社C-5
	式
	１
	1,300,000
	1,300,000
	1,300,000
	
	移設

	
	指導受入
	□□大学××教授
	式
	１
	200,000
	200,000
	
	
	指導受入

	
	計
	
	
	
	
	1,500,000
	1,500,000
	750,000
	

	そ　の　他
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	計
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　計
	
	
	
	
	
	9,000,000
	4,500,000
	


注１　生産設備等、構築物及び既設の機械装置等については、その種類を内容欄に、名称･規格等を仕様欄に、購入、賃借、移設、修繕又は調整の別を備考欄に記載すること。
　２　生産設備等を製造する場合は、木型、鋳物、鋼材などの内訳を仕様の欄に記載すること。
　３　技術指導の受入に要する経費を補助対象として希望するものは、内容欄に指導受入と記載し、指導を受ける相手を仕様欄に記載すること。
　４　補助金交付申請額は原則として、補助対象経費の１／２以内で補助金交付要綱第４条に定めるとおりとすること。
　５　用紙の大きさは日本工業規格Ａ列４とすること。
別添 
 eq \o\ad(株主等一覧表,　　　　　　　　　　　　　　　　)
（平成　　年　　月　　日現在）
                                                            会社名　　　　　　　　　　　
（株　　主）
	株主氏名（商号）
	（法人の場合）所在地
	持株数
	比率(%)
	備　　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


  ※　株主が法人の場合は、備考欄にその法人の資本金及び従業員数を記入すること。
（役　　員）
	役職名
	氏　　　名
	備　　　　考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	


  ※　他社の役員又は職員を兼ねている場合は、備考欄にその会社名、役職名を記入すること。
記載例





記載例
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